































































































11月 大陸投資「積極開放、有效管理」執行計画を発表  (大陸委員会 経済部 財



















































































































































































(1)WTO加盟前 WTO加盟後 (2)WTO譲許 最終的な関税削減率
農業1,021 品目 20.02% 14.01% 12.86% 35.8%













































































































20China Daily, July18,2003 
21(香港)『文匯報』2003年11月12日
22『經濟日報』2003年11月13日
の見通しも不透明である。台湾が目論むように米国か日本など一国でも、 主要国が台湾と
のFTA締結に踏み切れば、展望が開ける可能性はあるだろう。また、ASEAN諸国に対し
ても、閣僚の訪問を拒んだタクシン・タイ首相の決定を覆したり、フィリピンと FTA共同
研究の合意に持ち込むなど、台湾は一定の交渉力を持っている。ま た、背景事情が分から
ないが、シンガポールとの FTA交渉で台湾側がWTO加盟と同じ「台湾、澎湖、金門、馬
祖関税領域」名義ではなく、「中華民国」か「台湾」の名義で締結させるよう、主張したと
も言われる23。真実であれば、相当に強気の姿勢であると言える。ただし、シンガポールを
困惑させることは台湾にとって得策ではない。
中国大陸もASEAN諸国とのFTA締結を目指しており、今後その影響力が増大する可能
性も高いため、台湾の対ASEAN諸国FTA外交は時間との勝負である。日本のイニシアテ
ィブで東アジアFTAへの参加を期待しても、日本以外の参加国に台湾の参加を支持する声
が無ければ、難しいはずである。一つでも多くの国とFTAを実現した方が良い。
現段階では、あまり意識されていないが、韓国との関係も今後重要となるであろう。と
いうのも、現在、日中韓FTAの共同研究が行われているが、これがASEAN+3 FTA実現
へのステップと位置づけられれば、台湾を除外したまま東アジアの枠組みが固定化されて
しまうからである。韓国と台湾の関係は比較的希薄であり24、韓国はむしろ中国との関係を
重視し始めている。3か国中2か国が台湾に好意的でないとすれば、そこへの台湾の参加は
極めて困難である。したがって台湾は、韓国や日中韓 FTA構想に相当の注意を払うべきで
ある。
ただ、台湾の他に香港・マカオも ASEAN+3には含まれていない。したがって東アジア
FTAへの香港・マカオの参加が話題になった時、台湾の参加も提起しやすい。中国大陸の
温家宝首相は中港CEPA調印式の演説において、中国ASEAN-FTA(ASEAN+1)の香港への
適用に言及した25。だが、それには ASEAN側の合意が必要である。さらに香港自身も
ASEANとの交渉と調印を行わなければ、その関税地域としての地位を否定することになる。
同じことは ASEAN+3においても同様である。つまり、日本やシンガポールなどが台湾と
香港の抱き合わせ参加を主張すれば、中国大陸は譲歩せざるを得ないのではないか。ただ
し、それには二つの条件がある。一つ目は、台湾が「香港との抱き合わせ」に関して面子
の問題を感じないかどうか。二つ目は、日本やシンガポールがこうした戦略に応じるかど
うかである。
二国間FTAだけ考えれば、台湾にとって米国は最も重要な国である。だがASEAN+3と
称して台湾のみ参加できない可能性がある地域枠組みへの対応こそが、台湾にとって急務
な課題ではないのか。まず、台湾はWTOメンバーとして、東アジア地域の多国間FTAへ
の参加をめざすべきである。さもなければ他分野の枠組みにも参加する突破口は開けない。
23『自由時報』2003年10月13日
24例えば、韓国とは断行後、航空協定すら未締結である  (航空便は全てチャーター便)。
25(香港)『文匯報』2003年6月30日
つまり域外の米国よりも、日本などの東アジア諸国の支援が不可欠である。確かに中国大
陸の政治的圧力に弱い国も多い。こうした限界を理解しながら、香港以上の国際参加を目
指すことが現実的な台湾の進路だと思われる。最低限の国際参加を確保した上で、更なる
飛躍(WHOなど国連専門機関への加盟)を目指すべきではないだろうか。
